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平成１８年４月に「障害者自立支援法」が施行され，身体，知的，精神の「三

障がい」のサービスの一元化や，障がい福祉サービス体系の再編が行われまし

た。また，障がい者が地域で自立した生活を営めるよう，入所施設からの地域

生活への移行や，入院中の精神障がい者の地域生活への移行，福祉施設から一

般就労への移行などの就労支援体制の強化，そして，相談支援体制の強化が図

られています。 
あわせて，障がい者が必要なサービスを安定的に利用できるよう，サービス

提供体制を計画的に整備することを目的として，各種サービスの見込み量や数

値目標を明記した障がい福祉計画を策定することが，市町村及び都道府県に求

められています。 
そこで，新潟市では平成１８年度に，国の基本指針（「障害福祉サービス及び

相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並び

に自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な

指針」平成１８年厚生労働省告示３９５号）に基づき，第１期新潟市障がい福

祉計画を策定し，平成２３年度の数値目標及び平成１８年度から平成２０年度

までの３年間のサービス見込み量を設定しました。 
そして，今回，平成２１年１月に国の基本指針が改正されたことから，第１

期計画の実績を踏まえ，平成２１年度から平成２３年度までのサービス見込み

量などを設定した第２期障がい福祉計画を策定しました。 
 

 
１８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度 

 
障害者自立支援法に基づくサービス体系への移行 

 

平
成 

 

年
度
の
数
値
目
標 

お
よ
び
サ
ー
ビ
ス
見
込
み
量 

第１期 
平成１８年度から平成２０年度 

 
 平成２３年度を目標とし，地域

の実情に応じたサービス見込み量

および数値目標の設定 

第２期 
平成２１年度から平成２３年度 

 
平成２３年度を目標とし，地域の

実情および第１期計画の実績を踏ま

えたサービス見込み量および数値目

標の設定 

23 
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この第２期障がい福祉計画は，障害者自立支援法第８８条第１項の規定に基

づく，「市町村障害福祉計画」であり，第１期計画の実績を踏まえて策定したも

のです。 
また，この計画は「新・新潟市総合計画」や「新潟市障がい者計画」とも整

合性のあるものとなっています。 
 

－ 2－
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 この計画の基本的理念及びサービスの提供体制の確保に関する基本的な考え

方については，平成２１年１月に改正された国の基本指針等に基づき，次のと

おりとします。 
 

（１）計画の基本的理念 

 
 
 
 ノーマライゼーションの理念のもと，障がいの種別・程度を問わず，障がい者

が自ら居住場所や生活を選択し，必要な障がい福祉サービスなどの支援を受け

つつ，社会の対等な構成員としての障がい者の自立と社会参加・参画の実現を

図っていくことを基本として，障がい福祉サービスの提供体制の整備を進めま

す。 
 
 
 
 従来，「身体障がい」，「知的障がい」及び「精神障がい」と障がい種別ごとに

分かれていた制度が一元化されたことにより，立ち後れている精神障がい者等

に対するサービスの充実を図るとともに，どの地域でも同じようにサービスを

受けられる体制づくりに努めます。 
 
 
  
障がい者の自立支援の観点から，障がい者の生活を地域全体で支える体制を

整えるため，地域の社会資源を最大限に活用するとともに，身近な地域におけ

るサービス拠点づくりやＮＰＯ法人等によるサービスの提供などの社会資源の

開発に努めることにより，地域生活への移行や就労支援といった課題に対応し

たサービス提供体制の整備を進めます。 

障がい者の自���と自���の�� 

��生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

�障がいの制度の��� 

－ 3－
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（２）障がい福祉サービスの提供体制の確保に関する基本 

的な考え方 

 

 
  

身体障がい者，知的障がい者に対する訪問サービス（居宅介護など）をはじ

めとして，立ち後れている精神障がい者に対する訪問サービスの充実を図り，

必要な訪問サービスの確保を進めます。 
 
 
 
 
小規模作業所等利用者の法定サービスへの移行を進めるとともに，障がい者

が希望する日中活動の場（生活介護，就労移行支援，就労継続支援，地域活動

支援センターなどのサービス提供の場）を確保することを進めます。 
 
 
 
 
地域における居住の場としてのグループホーム（共同生活援助）及びケアホ

ーム（共同生活介護）の充実を図るとともに，自立訓練事業等の推進により，

入所等（施設入所または入院）から地域生活への移行を進めます。 
 
 
 
 
就労移行支援事業や就労継続支援事業等の推進，地域活動支援センターの整

備などを進めることにより，障がい者の福祉施設から一般就労への移行を進め

るとともに，福祉施設における雇用・就労の場を拡大します。 

���ービスの確保 

��活�の場の確保 

グループホーム等の充実を図り，入所から地��活への移行を推進 

福祉��から����への移行等を推進 

－ 4－
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（３）相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

 
障がい者が地域で自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう，現

在，相談支援事業者や関係機関等で構成する「新潟市障がい者地域自立支援協

議会」において，支援機関等によるネットワークの構築とその活用により，処

遇困難事例への支援の調整や改善などの作業が行われています。 
この地域自立支援協議会には，こうした作業の過程で明らかになった地域で

のサービス提供のあり方などの課題整理を行い，障がい福祉サービスを担う社

会資源の開発や改善，さらには，施策提案や専門的助言などの役割が期待され

ており，障がい者が安心して地域で自立した生活を営むことができるよう，自

立支援協議会の機能を強化し，サービスの提供体制の整備と適切な利用を支え

る相談支援体制の充実を図ります。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
地域の関係機関によるネットワークを構築し，関係者が抱える処

遇困難事例への対応のあり方について検討し，サービス提供等を調
整します。また，事例を通じて浮き彫りとなる地域課題について，
関係機関が持っている情報を共有しながら協議を行い，障がい福祉
サービスに関する社会資源の開発，改善を図ります。 

新潟市障がい者地域自立支援��会の概要 

 

 保健・医療関係機関 

施設サービス事業者 

教育関係機関 

相談支援事業者 

新潟市障がい者 

地域自立支援協議会 

雇用関係機関 

訪問サービス事業者 

関係行政機関 

－ 5－
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《 組 織 図 》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 各会議の役割等 

会議種類 開催頻
度 主な役割 内容 

① 
全体会 

年 2 回 ・協議会の総括 ・各連絡調整会議からの提案，報告等

の内容の協議 
・施策提案や専門的助言等 
・委託相談支援事業の評価 

② 
運営会議 

３ ヶ 月
に１回 

・協議会の事務局 ・協議会全体を円滑に運営するための
協議，調整 

・全体会での議題等の整理 
③ 
連絡調整会議 

３ ヶ 月

に１回 
 

・地域内の情報共

有，協議の場 
・相談支援事業の活動報告 
・情報共有，交換 
・ケース検討，ケース会議への助言等 
・地域の課題，ニーズ等の把握・整理 
・ﾈｯﾄﾜｰｸ作り，調整等 

④ 
ケース会議 

月 1 回
又 は 随

時 

・個別ｹｰｽの問題解
決の場 
・ｹｰｽの情報共有 

・処遇検討及び役割確認 
・情報共有 
・ﾈｯﾄﾜｰｸ作り，調整等 

⑤ 
部会 

移動支援部会（平成２０年１０月設置） 
部会については，①，③会議において協議し，随時設置していきま
す。 

部会等

④
北区
ケース
会議

東区
ケース
会議

中央区
ケース
会議

江南区
ケース
会議

秋葉区
ケース
会議

南区
ケース
会議

西区
ケース
会議

西蒲区
ケース
会議

新潟市障がい者地域自立支援協議会

運営会議（協議会事務局会議）②全体会①

相談支援事業者、区役所障がい福祉係、地域保健福祉センター

障がい者（児）・家族等・地域

相談・助言

協議・助言

③ 東部地域　連絡調整会議 西部地域　連絡調整会議

⑤ 

－ 6－
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この第２期計画の期間は，平成２１年度から平成２３年度までの３年間とし

ます。 
障がい福祉計画は３年を一期として策定されるため，次回は平成２３年度中

に平成２４年度から平成２６年度までを期間として策定する予定です。 
 計画の見直しにあたっては，新潟市障がい者地域自立支援協議会で把握した

地域の課題やニーズを踏まえて，新潟市障がい者施策推進協議会で必要な検討

を行います。 
なお，障害者自立支援法の見直し等が行われた場合，必要に応じて計画内容

を見直すことになります。 
  

－ 7－
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※12 市町村と合併 ※1 町と合併 

 
 

（１）障がい者数推移 

【身体障がい者】 

① 身体障害者手帳所持者の推移 
年齢別に身体障害者手帳所持者の状況をみると，６５歳以上の高齢者が約３

分の２（平成１９年度）を占めており，その比率は，年々上昇しています。 
  
        図表１－１ 身体障害者手帳所持者の推移 

5,248
7,884 8,205 8,149 8,190

9,613

15,658
17,117 17,974 18,617

4254474444233210

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

６５歳以上

１８～６４歳

１８歳未満

（単位：人）

 
        

                  （単位：人〔各年度末〕）  
 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

１８歳未満 321 423 444 447 425 

１８～６４歳 5,248 7,884 8,205 8,149 8,190 

６５歳以上 9,613 15,658 17,117 17,974 18,617 

合計 15,182   23,965   25,766 26,570 27,232 

                 

－ 8－
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② 等級別身体障害者手帳所持者の推移 

等級別に身体障害者手帳の所持者をみると，１級及び２級の重度障がい者が，

約半数を占めています。 

  

    図表１－２ 等級別身体障害者手帳所持者の推移 

4,756
6,994 7,617 7,943 8,208

2,963

4,695
4,976 5,150 5,115

2,420

3,930
4,323 4,538 4,756

2,775

4,602
4,906

4,972 5,192

1,245

1,963

2,017
2,027 1,962

1,999
1,9401,927

1,781

1,023

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

６級

５級

４級

３級

２級

１級

（単位：人）

 
                       

（単位：人〔各年度末〕）  
 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

１級 4,756 6,994 7,617 7,943 8,208 

２級 2,963 4,695 4,976 5,150 5,115 

３級 2,420 3,930 4,323 4,538 4,756 

４級 2,775 4,602 4,906 4,972 5,192 

５級 1,245 1,963 2,017 2,027 1,962 

６級 1,023 1,781 1,927 1,940 1,999 

合計 15,182 23,965 25,766 26,570 27,232 

 

－ 9－
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③ 障がい別身体障害者手帳所持者の推移 
障がいの種類別に身体障害者手帳所持者の状況をみると，「肢体不自由」の割

合が最も高く，約６割を占めています。 
 

図表１－３ 障がい別身体障害者手帳所持者の推移 

2,041 2,023 2,051

2,419 2,567 2,588 2,605

8,977

14,372
15,518 16,219 16,5113,137

4,875
5,275

5,365 5,695

1,9651,337

1,495

370375365334

236

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

視覚障がい 聴覚・平衡機能障がい
音声・言語機能障がい 肢体不自由
内部障がい

（単位：人）

 
 

（単位：人〔各年度末〕） 
  平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

視覚障がい  1,337 1,965 2,041 2,023 2,051 

聴覚・平衡機能障がい 1,495 2,419 2,567 2,588 2,605 

音声・言語機能障がい 236 334 365 375 370 

肢体不自由  8,977 14,372 15,518 16,219 16,511 

内部障がい  3,137 4,875 5,275 5,365 5,695 

合計  15,182 23,965 25,766 26,570 27,232 

 

－ 10 －
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【知的障がい者】 

① 療育手帳所持者の推移 
 ここ数年は１８歳未満・以上それぞれの年齢別において，３％前後の伸び率

で所持者が増えています。 
 
 
       図表２－１ 療育手帳所持者の推移 

491
802 873 895 921

1,721

2,760
2,940 3,040 3,156

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

１８歳未満 １８歳以上
（単位：人）

 

                         
 
                             （単位：人〔各年度末〕）    

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

１８歳未満 491 802 873 895 921 

１８歳以上 1,721 2,760 2,940 3,040 3,156 

合計 2,212    3,562    3,813 3,935 4,077 

 

 

 

※12 市町村と合併 ※1 町と合併 

－ 11 －
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② 障がい程度別療育手帳所持者の推移 
  障がい程度別に療育手帳所持者の状況をみると，Ｂ（中軽度）の手帳所持者

の割合が多く，ここ数年は５５％前後で推移しています。 
 

図表２－２ 障がい程度別療育手帳所持者の推移 

1,030
1,632 1,726 1,753 1,826

1,182

1,930 2,087 2,182 2,251

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

Ｂ（中軽度）

Ａ（重　度）（単位：人）

 

 
 
                             （単位：人〔各年度末〕）           

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

Ａ（重 度） 1,030 1,632 1,726 1,753 1,826 

Ｂ（中軽度） 1,182 1,930 2,087 2,182 2,251 

合計 2,212 3,562 3,813 3,935 4,077 
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【精神障がい者】 

① 精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 
精神障害者保健福祉手帳所持者の状況をみると，等級別では，２級の手帳所

持者が約７割となっており，全体に占める割合，増加率とも高くなっています。 
 

図表３－１ 精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

339 494 533 554 615

891

1,438
1,672 1,821

2,075

195
175

160

69

150

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

３級

２級

1級

（単位：人）

 
 

 
                             （単位：人〔各年度末〕）   

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

1 級 339 494 533 554 615 

２級 891 1,438 1,672 1,821 2,075 

３級 69 150 160 175 195 

合計 1,299    2,082    2,365 2,550 2,885 

 
 

※12 市町村と合併 ※1 町と合併 
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② 自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移 
 自立支援医療（精神通院医療）は，精神障害者保健福祉手帳を所持していな

い方でも利用できるサービスで，多くの方が受給されているので，現状を表す

有効な指標として下表に示しています。 
 
   図表３－２ 自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移 
 

6,1306,1336,421

3,491 3,762

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（単位:人）

 
 
                             （単位：人〔各年度末〕）   

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

受給者数 3,491 3,762 6,421 6,133 6,130 

※自立支援医療（精神通院医療）の受給者数については，平成１６年度までは

旧新潟市のみの数値であり，平成１７年度以降は１３市町村と合併後の数値と

なっています。 
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（２）障がい福祉サービス利用状況 

 
旧体系サービス（経過措置） 単位 18 年度 19 年度 

 入所型施設 利用人員 709 668 

  日中活動系（旧入所） 人日分 19,831 18,304 

 居住系（旧入所） 人日分 21,306 19,443  

 通所型施設 利用人員 848 762 

  日中活動系（旧通所） 人日分 15,518 13,582 

 
介護給付 単位 18 年度 19 年度 

 居宅介護 時間分 13,931 14,711 

 行動援護 時間分 495 558 

 重度訪問介護 時間分 3,488 3,114 

 重度障がい者等包括支援 時間分 0 0 

 児童デイサービス 人日分 161 146 

 短期入所 人日分 781 960 

 生活介護 人日分 476 2,883 

 療養介護 人分 13 13 

 共同生活介護 人分 83 81 

 施設入所支援 人分 7 41 

 
訓練等給付 単位 18 年度 19 年度 

 共同生活援助 人分 69 59 

 就労移行支援 人日分 7 93 

 就労継続支援（A型） 人日分 0 0 

 就労継続支援（B型） 人日分 645 3,102 

 自立訓練（機能訓練） 人日分 0 20 

 自立訓練（生活訓練） 人日分 0 0 

 自立訓練（宿泊型生活訓練） 人 0 0 

 
相談支援 単位 18 年度 19 年度 

 サービス利用計画作成 人 4 13 
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地域生活支援事業 単位 18 年度 19 年度 

 相談支援事業 

  相談支援事業 

   障がい者相談支援事業 箇所 3 5 

   地域自立支援協議会 箇所 1 1 

   市町村相談支援機能強化事業 箇所 3 3 

   住宅入居等支援事業 箇所 3 5 

   成年後見制度利用支援事業 箇所 3 5 

 コミュニケーション支援事業 人 1,701 1,513 

 日常生活用具給付等事業       

   介護訓練支援用具 件 68 43 

   自立生活支援用具 件 144 124 

   在宅療養等支援用具 件 161 157 

   情報・意思疎通支援用具 件 242 152 

   件（月分） 2,457 8,152 

   
排せつ管理支援用具 

実人員 879 983 

   居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 件 32 19 

 箇所 41 51 

 人 577 739 

 

移動支援事業 

延時間 83,535 87,930 

 地域活動支援センター       

   箇所 1 17 

   
基礎的事業 

利用見込 46 313 

  機能強化事業 箇所 1 16 

 その他事業 

  日中一時支援事業 人日分 8,124 12,450 

  生活サポート事業 延時間 292 640 

  訪問入浴サービス事業 人 53 51 

  
更生訓練費・施設入所者就職支度金給付事

業 
件 668 376 

  箇所 2 2 

  
福祉ホーム事業 

利用見込 16 14 

※単位「人日分」＝「月間の利用人員」×「1 人 1 ヶ月あたりの平均利用日数」 
※旧体系サービス，介護給付，訓練等給付，相談支援は３月分実績，地域生活

支援事業は，利用量等は年間実績であり，箇所数は年度末実績。 
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（３）新潟市内におけるサービス基盤整備状況 

（平成２０年４月１日現在） 
 
① 訪問系サービス（居宅介護，行動援護，重度訪問介護，重度障がい者等包括

支援） 
北区 ５ 秋葉区 ６ 
東区 １１ 南区 １ 
中央区 １６ 西区 １１ 

居宅介護，行動援護，重

度訪問介護，  

江南区 ２ 西蒲区 ４ 
重度包括障がい者等支援 東区 １ 
※事業所所在地区別箇所数。サービス提供地域を複数区としている事業所も多

数あります。 
 
② 日中活動系サービス 

  箇所数 定員（人） 
生活介護 １０ １７０ 
就労継続支援Ｂ型 １８ ３０１ 
就労移行支援 ７ ４５ 

新
体
系 

サ
ー
ビ
ス 

地域活動支援センター ２２ ４４８ 
身体障害者通所授産施設 ２ ４０ 
知的障害者通所更生施設 ３ １２０ 
知的障害者通所授産施設 １１ ４０２ 

旧
体
系 

サ
ー
ビ
ス 

精神障害者通所授産施設 ２ ６０ 
身体障害者小規模通所授産施設 ２ ３８  
小規模作業所・通所型グループホーム １３ １６８ 

 
③ 居住系（施設系）サービス（施設入所支援，旧体系入所施設） 
  箇所数 定員(人) 
新体系サービス 施設入所支援 １ ５０ 

肢体不自由者更生施設 １ ３０ 
身体障害者療護施設 ４ １５０ 
知的障害者入所更生施設 ４ ２５０ 
精神障害者生活訓練施設 ４ ８０ 

旧体系サービス 

精神障害者福祉ホームＢ型 ２ ６０ 
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④ グループホーム，ケアホーム，福祉ホーム 
 箇所数 定員（人） 
グループホーム，ケアホーム ２８ 

（内訳） 
北区 2 
東区 4 
中央区 4 
江南区 1 
秋葉区 2 
南区 2 
西区 9 
西蒲区 4  

１４９ 

福祉ホーム（精神） ２ 
（内訳：北区 1 箇所，東区 1 箇所） 

２０ 

 
⑤ 移動支援 
北区 ３ 秋葉区 ３ 
東区 ７ 南区 １ 
中央区 ９ 西区 ８ 
江南区 ３ 西蒲区 ３ 
※事業所所在地区別箇所数。サービス提供地域を複数区としている事業所も多

数あります。 
 
⑥ 相談支援体� 
 相談支援事業 

地域療育等支援事業 
地域活動支援センタ

ーⅢ型（機能強化型） 
身体障がい者・知的

障がい者相談員 
北区 １箇所 なし ７名 
東区 なし ５箇所 １３名 
中央区 ３箇所（※） ３箇所 １２名 
江南区 なし １箇所 ６名 
秋葉区 １箇所 １箇所 ８名 
南区 なし １箇所 ７名 
西区 １箇所 ４箇所 １２名 
西蒲区 １箇所 なし ６名 
（※うち１箇所は補助事業として相談支援を行っています。） 
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施設入所・入院からの地域移行及び福祉施設からの一般就労への移行につい

て，国の基本指針等に基づき，平成２３年度における数値目標を次のとおり設

定します。  
 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項 目 数 値 備 考 
現在の施設入所者数 ６３０人 平成 17 年 10 月の施設入所者数（身体・知的） 

６３人 上記のうち，平成 23 年度末までのグループホー

ム・ケアホーム等への地域生活移行者数 
【目標値】 
地域生活移行者数 

１０％ 地域生活移行者数を全入所者で除した数 
��人 平成 23 年度末段階での削減見込み数 【目標値】 

削減見込み数 ７％ 削減見込み数を全入所者で除した数 

 
【数値目標】 
○平成２３年度末までに，平成１７年１０月現在の施設入所者の１０％（６３

人）が地域生活に移行することを目指します。 
○平成２３年度末の施設入所者数は，平成１７年１０月現在の施設入所者から

７％削減することを目指します。 
 
【達成状況】 

項 目 数 値 備 考 
��人 上記６３０人のうち，平成 19 年度末までのグル

ープホーム・ケアホーム等への地域生活移行者数 
【実績値】 
地域生活移行者数 

６.７％ 地域生活移行者数を全入所者で除した数 
０人 平成 19 年度末段階での削減数 【実績値】 

削減数 ０％ 削減数を全入所者で除した数 

○地域移行は着実に進んでいますが，定員を超過した受け入れを可能としたこ

となどもあり，入所者数の削減は進んでいません。 
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【目標達成のための方策】 
○地域生活を送る上での受け皿づくりとして，グループホーム・ケアホームの

整備を促進するなど，居住の場の確保に努めます。 

○地域で障がい者が安心して過ごせるよう，日中の活動場所となる日中活動系

サービスの質の充実を図るとともに，障がい者の就労・雇用支援機関と連携

し，就労の促進に努めます。 

○地域生活への移行に向けた相談や，地域で利用する福祉サービスの調整を行

うなど，円滑な移行を支えるコーディネート機能の充実に努めます。 

○地域で自立した生活をバックアップするものとして，日常の困りごとから，

専門的な対応を必要とする相談まで，多様な相談支援ができるよう，関係者

との連携も含め体制の整備を進めます。 

○グループホームでの生活を体験することで，地域での自立生活を促す意識づ

くりを支援します。 

○地域社会における障がい者への理解不足などにより，グループホームやケア

ホーム等の居住の場の確保を困難にしている場合もあることから，障がいや

障がい者への正しい理解の促進に努めます。

－ 20 －
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（２）入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

項 目 数 値 備 考 
現在の退院可能精神

障がい者数 
３３１人 平成 18年 6月末時点で精神科病床入院患者

のうち，受入れ条件が整えば退院可能な精

神障がい者数 
【目標値】減少数 ２７７人 上記のうち，平成 23 年度末までに減少を目

指す数 
 
【数値目標】 
○平成２３年度末までに，精神科病床入院患者のうち，受入れ条件が整えば退院

可能な精神障がい者３３１人のうち，２７７人が地域生活に移行することを目

指します。 
 
【達成状況】 

項 目 数 値 備 考 
【実績値】減少数 �３人 上記３３１人のうち，平成 20 年 6 月末時点

での退院者数（転院・死亡退院を除く） 
○退院後の地域生活を支援する体制整備の遅れや，「新潟県精神障害者退院促進

支援事業」の浸透が不十分だったことなどから，退院者は目標値の約１９％

にとどまっています。 
 
【目標達成のための方策】 
○地域生活を送る上での受け皿づくりとして，グループホーム・ケアホームの

整備を促進するなど，居住の場の確保に努めます。 

○地域で精神障がい者が安心して過ごせるよう，精神科救急医療体制の整備と

あわせて，日中の活動場所となる日中活動系サービスの質の充実を図るとと

もに，障がい者の就労・雇用支援機関と連携し，障がい特性を考慮した就労

の促進に努めます。 

○地域生活への移行に向けた相談や，地域で利用する福祉サービスの調整を行

うなど，円滑な移行を支えるコーディネート機能の充実に努めます。 

○地域で自立した生活をバックアップするものとして，日常の困りごとから専

門的な対応を必要とする相談まで，多様な相談支援ができるよう，必要な人

材の確保・育成に努めるとともに，保健・医療・福祉の各関係機関との連携

も含め体制の整備を進めます。 
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○グループホームでの生活を体験することで，地域での自立生活を促す意識づ

くりを支援します。 

○地域社会における精神障がい者への理解不足などにより，社会参加への意欲

の低下を招く場合や，グループホームやケアホーム等の居住の場の確保を困

難にしている場合もあることから，精神障がいや精神障がい者への正しい理

解の促進に努めます。 
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（３）福祉施設から一般就労への移行等 

項 目 数 値 備 考 
現在の年間一般就労

移行者数 
１�人 平成 17 年度において福祉施設等を退所し，

一般就労した障がい者の数 
��人 平成 23 年度において福祉施設等を退所し，

一般就労する障がい者の数 
【目標値】目標年度

の年間一般就労移行

者数 ４倍 平成 17 年度の移行者数との比較 
 
【数値目標】 
○平成２３年度に福祉施設等から一般就労に移行する人を，平成１７年度の一

般就労移行者数１８名の４倍（７２人）にすることを目指します。 
 
【達成状況】 

項 目 数 値 備 考 
�４人 

 

平成 19 年度において福祉施設等を退所し，

一般就労した障がい者の数 
【実績値】 
平成 19 年度の年間

一般就労移行者数 １.３倍 平成 17 年度の移行者数との比較 

○平成１９年度の年間一般就労移行者数は，平成１７年度実績に対して６人増

にとどまっています。これは，就労支援のための新体系サービス提供体制や，

支援機関の整備が遅れたことが大きな要因と考えられます。 
 
【目標達成のための方策】 
○関係機関と連携体制を構築し，障がい特性に応じた職業訓練を行うとともに，

職業訓練を実施する施設職員を対象とした支援スキル向上のための研修の充

実を図り，障がい者の職業能力・社会適応能力の向上に取り組みます。 
○障がい者の就労機会を拡大するため，企業に対し，障がい特性や障がい者の

就労能力について，関係機関と連携し，正しい理解の促進に努めます。 
○就労後の職場定着支援を図るため，就労面のみならず，生活面についても一

体的・継続的にフォローアップを進めます。 
○障がい者を多数雇用している企業に対し，優先的に市が発注を行うことで，

障がい者の安定した雇用につなげます。また，授産作業を行う施設などへ，

市の簡易な作業を委託し，工賃の引き上げを図ります。 
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（１）�����祉���ス 

【旧体系サービス】 

新体系サービスへの移行は順調に進んでおり，平成２３年度末までに新事業

体系に移行する見込みです。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
入所型施設 利用人員 ５４６ ２６１ ０ 

日中活動系（旧入所） 人日分(月) １１，２８６  ４，９７２ ０  
居住系（旧入所） 人日分(月) １６，５９９ ７，９３５ ０ 

通所型施設 利用人員 ４８０ １４５ ０ 
 日中活動系（旧通所） 人日分(月) １０，５６０ ３，１９０ ０ 
 

※単位「人日分」＝「月間の利用人員」×「1 人１ヶ月あたりの平均利用日数（入所系

＝30.4 日，通所系＝20 日）」 
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【訪問系サービス】 

 障がい者の増加傾向とともに，訪問系サービスの利用は伸びています。サービ

ス提供地域を複数区としている事業所も多くあるものの，８つの行政区の間で

事業所の偏在がみられ，地域バランスのとれた事業所の確保や，障がい特性に

精通したヘルパーの養成機会（研修等）の充実を図る必要があります。 
 
①居宅介護（介護��） 
自宅で，入浴，排せつ，食事の介護や家事の援助などを行います。 

 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
時間分(月) １５，４５９ １６，４７９ １７，５６６ 居宅介護 

人分 ５４２ ５８１ ６２２ 
 
②行動援護（介護��） 
 知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難がある人に，行動する際

に生じ得る危険を回避するために必要な支援，外出時における移動中の介護な

どを行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

時間分(月) ５８６ ６２４ ６６５ 行動援護 
人分 ５３ ６１ ７０ 

 
③重度訪問介護（介護��） 
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に，自宅で，入浴，排せつ，

食事の介護及び外出時における移動中の介護などを総合的に行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

時間分(月) ３，２９７ ３，４８０ ３，６６４ 重度訪問介護 
人分 １８ １９ ２０ 

 
④重度障がい者等包括支援（介護��） 
 介護の必要の程度が著しく高い人に，居宅介護等複数のサービスを包括的に行

います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

時間分(月) ７４４ ７４４ ７４４ 重度障がい者等

包括支援 人分 ２ ２ ２ 
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【日中活動系サービス】 

 旧体系サービスから新体系サービスへの移行が進むにつれ，日中活動系サービ

スの利用は伸びています。また，個別支援計画の活用などにより，サービスの

質的向上も図られています。今後も利用者の特性に応じたサービス提供体制整

備の支援を行うとともに，参入が進んでいない就労継続支援 A 型などを行う事

業者の確保を図る必要があります。 
 
①児童デイサービス（介護給付） 
 障がいのある児童に，施設で，日常生活における基本的な動作の指導，集団生

活への適応訓練等を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １６６ １７７ １８７ 児童デイサービ

ス 人分 １６ １７ １８ 
 
②短期入所（介護給付） 
自宅で介護する人が病気の場合などに，障がいのある人を施設で短期間，入

浴，排せつ，食事の介護など日常生活上の支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １，１４５ １，３１０ １，５００ 短期入所 
人分 １３７ １６０ １７９ 

 
③生活介護（介護給付） 
常に介護を必要とする人に，日中の入浴，排せつ，食事の介護等を行うとと

もに，創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １０，０７６ １８，７２２ ２２，７７０ 生活介護 
人分 ４５８ ８５１ １，０３５ 

 
④療養介護（介護給付） 
常に医療と介護を必要とする人に，医療機関で，機能訓練，療養上の管理，

看護，介護及び日常生活の支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
療養介護 人分 ２４ ５１ ５３ 
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⑤就労移行支援（訓練等��） 
一般企業等での就労を希望する人に対し，一定期間の支援計画に基づいて，

就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うとともに，適性に

応じた職場の開拓や就労後の職場への定着のために必要な支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １，６５０ ２，４６４ ２，９４８ 就労移行支援 
人分 ７５ １１２ １３４ 

 
⑥就労継続支援 A 型（訓練等��） 
 通常の事業所での雇用が困難な人に対し，雇用契約に基づき働く場を提供する

とともに，一般就労へ向け知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 
          単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １１０ ７９２ ８１４ 就労継続支援Ａ型 
人分 ５ ３６ ３７ 

 
⑦就労継続支援 B 型（訓練等��） 
 通常の事業所での雇用が困難な人に対し，働く場を提供するとともに，知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) １０，５３８ １６，４３４ １９，２９４ 就労継続支援 B 型 
人分 ４７９ ７４７ ８７７ 

 
⑧自立訓練〔機能訓練〕（訓練等��） 
身体障がいのある人に対し，地域で自立した生活ができるよう，一定期間の

支援計画に基づいて，身体機能の向上のための訓練を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) ４４ ４４ ４４ 自立訓練（機能訓

練） 人分 ２ ２ ２ 
 
⑨自立訓練〔生活訓練〕（訓練等��） 
 知的障がいや精神障がいのある人に対し，地域で自立した生活ができるよう，

一定期間の支援計画に基づいて，生活能力向上のための訓練を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人日分(月) ４１８ ９６８ １，４０８ 自立訓練（生活訓

練） 人分 １９ ４４ ６４ 
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【居住系サービス】 

 共同生活介護（ケアホーム）・共同生活援助（グループホーム）については，

施設・病院からの地域移行の受け皿となるものであることから，さらに整備を

進めていく必要があります。併せて施設入所支援についても，必要なサービス

の確保に努めます。 
 
①施設入所支援（介護��） 
 施設で夜間等における入浴，排せつ，食事等の介護を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
施設入所支援 人分 １６３ ４４２ ５８５ 
 
②共同生活介護〔ケアホーム〕（介護��） 
地域で共同生活を行う住居で，夜間等における入浴，排せつ及び食事等の介

護，調理，洗濯及び掃除等の家事，生活等に関する相談及び助言，就労先その

他関係機関との連絡，その他の必要な日常生活上の世話を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
共同生活介護 人分 １１４ １３６ １６１ 
 
③共同生活援助〔グループホーム〕（訓練等��） 
 地域で共同生活を行う住居で，夜間等における日常生活上の援助および相談

を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
共同生活援助 人分 １０２ １２４ １５０ 
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（２）�����援 

 
①サービス利用計画作成 
 地域生活へ移行するために一定期間集中的な支援を必要とする人や，単身で生

活している人で障がいのため福祉サービスの利用についての調整が困難な人な

どに対して，サービス利用計画の作成や障がい福祉サービス事業者等との連絡

調整などの支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
サービス利用計画作成 人 ３４ ４７ ６６ 
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（３）�������業 

 
 障がいのある人が地域で自立した生活を送ることができるよう，多様な事業を

実施するとともに，その充実を図っています。とりわけ障害者自立支援法で強

化されることとなった相談支援事業については，地域自立支援協議会の機能の

充実と併せて，障がい者相談支援事業を各区で展開します。 
 
①相談支援事業 
障がい者や介護者の相談に応じ，必要な情報提供や助言を行うとともに，障

がい者の権利擁護のために必要な援助を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
障がい者相談支援事業 

箇所 ８ ８ ８ 

地域自立支援協議会 実施の 
有無 有 有 有 

障がい児等療育支援事業 
箇所 １ １ １ 

市町村相談支援機能強化事業（障が

い者相談支援事業の中で行います。） 
実施の 
有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業（障がい者相談

支援事業の中で行います。） 
実施の 
有無 有 有 有 

成年後見制度利用支援事業（障がい

者相談支援事業の中で行います。） 
実施の 
有無 有 有 有 

 
②コ�����シ��支援事業 
 聴覚，言語機能，音声機能に障がいのある人に対し，手話通訳者及び要約筆記

者を派遣するとともに，区役所等に手話通訳者を設置し，意思疎通が図れるよ

う支援します。また，視覚に障がいのある人に対し，点訳，音声訳による支援

を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
手話通訳者設置事業 人 １１ １１ １１ 
手話通訳者・要約筆記者

派遣事業 
派遣延べ

人数（年） 
１，８１９ １，８６１ １，９０４ 
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③日�生活用具給付等事業 
 重度の障がいのある人に，下記の用具について給付を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
介護訓練支援用具 

件(年) ３０ ２８ ２８ 

自立生活支援用具 
件(年) ９７ １０３ １１１ 

在宅療養等支援用具 
件(年) ２２３ ２５４ ２９１ 

情報・意思疎通支援用具 
件(年) １４７ １５６ １７４ 

排泄管理支援用具 
件(年) １２，０８３ １４，０２０ １５，９５７ 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 
件(年) １０ １１ １２ 

 
④移動支援事業 
 屋外での移動が困難な人に対し，外出のための支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

人 ８３５ ８８７ ９４２ 移動支援事業 
延時間(年) １０６，７４２ １２９，６７２ １５７，５２７ 

 
⑤地域活動支援センター 
 創作的活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流などを行う地域活動支援

センターに対する運営費補助を行い，障がい者の地域生活の支援を促進します。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

箇所 ２６ ２８ ３２ 基礎的事業（自市分） 
人 ６３４ ６５６ ７２７ 

箇所 ２ ２ ２ 基礎的事業（他市町村

分） 人 ２２ ２２ ２２ 
箇所 ２１ ２３ ２８ 機能強化事業（自市分） 
人 ５６９ ５８９ ６７５ 
箇所 ２ ２ ２ 機能強化事業（他市町村

分） 人 ２２ ２２ ２２ 
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⑥発達障がい者支援センター運営事業 
 発達障がい者支援の拠点として，発達障がいのある人やその家族に対する支援

を総合的に行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
発達障がい者支援セン

ター運営事業 
箇所 １ １ １ 

 
 
⑦その他の支援事業 
  

○日中一時支援事業 
自宅で介護する人が病気の場合などに，障がいのある人を日中，施設で一時

的に預かり介護します。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
日中一時支援事業 日分

(年) 
１５，００９ １５，３５４ １５，７０７ 

 
○生活サポート事業 
介護給付支給決定者以外の人に対し，日常生活に関する支援・家事に対する

必要な支援を行うことにより，地域での自立した生活の推進を図ります。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
生活サポート事業 延時間

(年) 
６６０ ６６０ ６６０ 

 
○訪問入浴サービス事業 
重度の身体障がいのある人に対し，訪問により入浴サービスを提供し，身体

の清潔の保持，心身機能の維持を図ります。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
訪問入浴サービス事業 人 ５２ ５２ ５２ 
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○更生訓練費・施設入所者就職支度金給付事業 
身体障害者授産施設，身体障害者更生施設等に入所，通所している人に対し

て，訓練に必要な経費等を支給して，社会復帰の促進を図ります。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
更生訓練費・施設入所者

就職支度金給付事業 
件(年) ４９５ ４９５ ４９５ 

 
○福祉ホーム事業 
 住居を求めている障がい者に対し，低額な料金で居室その他の設備を提供す

るとともに，自立した日常生活・社会生活に必要な支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

箇所 ２ ２ ４ 福祉ホーム事業 
人 ２０ ２０ ４８ 

 
○障がい者ＩＴサポートセンター運営事業 
 障がい者が情報技術（ＩＴ）機器を使って，活動の幅を広げられるよう，障

がいに応じた支援機器の選択や，利用方法などについて相談支援を行います。 
 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 
障がい者ＩＴサポート

センター運営事業 
箇所 １ １ １ 

 
○手話奉仕員等養成研修事業 
 聴覚障がい者等の交流活動の推進を図り，意思疎通のための情報支援者とし

て，聴覚障がい者等福祉に理解と熱意を有する者を養成します。 
手話奉仕員等養成研修

事業 
単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

手話奉仕員養成研修 登録者数

(人) 
１４９ １６９ １８９  

要約筆記奉仕員養成

研修 
登録者数

(人) 
１１２ １３７ １６２ 
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サービス種別 単位 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

日中活動系（旧入所） 人日分(月) 11,286 4,972 0 
入
所
型 居住系（旧入所） 人日分(月)  16,599 7,935 0 

旧
体
系
サ
ー
ビ
ス 

通
所
型 

日中活動系（旧通所） 人日分(月) 10,560 3,190 0 

時間分(月) 15,459 16,479 17,566 
居宅介護 

人分 542 581 622 
時間分(月) 586 624 665 

行動援護 
人分 53 61 70 

時間分(月) 3,297 3,480 3,664 
重度訪問介護 

人分 18 19 20 
時間分(月) 744 744 744 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

重度障がい者等包括支援 
人分 2 2 2 

人日分(月) 166 177 187 
児童デイサービス 

人分 16 17 18 
人日分(月) 1,145 1,310 1,500 

短期入所 
人分 137 160 179 

人日分(月) 10,076 18,722 22,770 
生活介護 

人分 458 851 1,035 
療養介護 人分 24 51 53 

人日分(月) 1,650 2,464 2,948 
就労移行支援 

人分 75 112 134 
人日分(月) 110 792 814 

就労継続支援Ａ型 
人分 5 36 37 

人日分(月) 10,538 16,434 19,294 
就労継続支援Ｂ型 

人分 479 747 877 
人日分(月) 44 44 44 

自立訓練（機能訓練） 
人分 2 2 2 

人日分(月) 418 968 1,408 

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

自立訓練（生活訓練） 
人分 19 44 64 

（４）��度���る���ス見込み���表 

※単位「人日分」＝「月間の利用人員」×「1 人１ヶ月あたりの平均利用日数(入所系=30.4 日，通所系=20 日)」 
※指定障害福祉サービスは月間の見込み量 

各年度におけるサービス見込み量�覧表 
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サービス種別 単位 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

施設入所支援 人分 163 442 585 

共同生活介護（ケアホーム） 人分 114 136 161 

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 共同生活援助（グループホーム） 人分 102 124 150 

指
定
相
談

支
援 サービス利用計画作成 人分 34 47 66 

障がい者等相談支援事業 箇所 8 8 8 

地域自立支援協議会 
実施の

有無 
有 有 有 

障がい児等療育支援事業 箇所 1 1 1 

市町村相談支援機能強化事業 
実施の

有無 
有 有 有 

住宅入居等支援事業 
実施の

有無 
有 有 有 

相
談
支
援
事
業 

成年後見制度利用支援事業 
実施の

有無 
有 有 有 

手話通訳者設置事業 人 11 11 11 コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
支
援
事
業 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

派遣延

べ人数

(年) 

1,819 1,861 1,904 

介護訓練支援用具 件(年) 30 28 28 

自立生活支援用具 件(年) 97 103 111 

在宅療養等支援用具 件(年) 223 254 291 

情報・意思疎通支援用具 件(年) 147 156 174 

排泄管理支援用具 件(年) 12,083 14,020 15,957 

地
域
生
活
支
援
事
業 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 居住生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件(年) 10 11 12 

※指定障害福祉サービス，指定相談支援は月間の見込み量。地域生活支援事業は年間の見込み量 

各年度におけるサービス見込み量�覧表 
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各 年 度 � � � る サ ー ビ ス 見 込 み 量 一 覧 

サービス種別 単位 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

人 835 887 942 移
動
支
援

事
業 移動支援事業 

延時間(年) 106,742 129,672 157,527 

箇所 26 28 32 
基礎的事業（自市分） 

人 634 656 727 
箇所 2 2 2 

基礎的事業（他市町村分） 
人 22 22 22 

箇所 21 23 28 
機能強化事業（自市分） 

人 569 589 675 
箇所 2 2 2 

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業 機能強化事業（他市町村分） 

人 22 22 22 
発
達
障
が
い
者
支
援
セ
ン

タ
ー
運
営
事
業 

発達障がい者支援センター運営

事業 
箇所 1 1 1 

日中一時支援事業 日分(年) 15,009 15,354 15,707 
生活サポート事業 延時間(年) 660 660 660 
訪問入浴サービス事業 人 52 52 52 
更生訓練費・施設入所者就職支

度金給付事業 
件(年) 495 495 495 

箇所 2 2 4 
福祉ホーム事業 

人 20 20 48 
障がい者ＩＴサポートセンター

運営事業 
箇所 1 1 1 

手話奉仕員養成研修 
登録者数 

(人) 
149 169 189 

地
域
生
活
支
援
事
業 

そ
の
他
地
域
生
活
支
援
事
業 

手
話
奉
仕
員
等

養
成
研
修
事
業 

要約筆記奉仕員養成研

修 
登録者数 

(人) 
112 137 162 

※地域生活支援事業は年間の見込み量 
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（５）���ス見込み量確保のための方策 

 
○地域自立支援協議会などを通じて，指定障害福祉サービス，指定相談支援及

び地域生活支援事業を行う意向を有する事業者の把握に努めます。 
 
○事業者等に広く情報提供を行うなどの方法により，障がいの種別なく事業者

の参入を引き続き促進します。 
 
○国や県の補助事業などを積極的に活用して，旧体系サービスから新体系サー

ビスへの円滑な移行を支援するなど，サービス提供基盤の整備に努めます。 
 
 
 

 

 
 各年度における障がい福祉計画のサービス見込み量等の達成状況については，

新潟市地域自立支援協議会及び新潟市障がい者施策推進協議会において，点

検・評価を行い，計画の具体化に向けた調整や協議を行います。 
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（１） �����緯 

実施年月 会議名等 主な内容 
平成２０年９月 
 
 
 
平成２０年１１月から

１２月 
 
平成２１年１月 
 
 
 
 
 
 
 
平成２１年２月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成２１年３月 

第１回新潟市障がい者施策

推進協議会 
 
 
団体・事業者アンケート及び

ヒアリング実施 
 
計画策定に関する国の改正

基本指針告示 
 
区役所健康福祉課長会議 
 
第２回新潟市障がい者施策

推進協議会 
 
パブリックコメントの実施 
 
新潟市社会福祉審議会  
障がい者福祉専門分科会 
 
新潟市精神保健福祉審議会 
 
市議会市民厚生常任委員協

議会 
 
第３回新潟市障がい者施策

推進協議会 

計画骨子，数値目標及び

サービス見込み量の検

討 
 
 
 
 
 
 
 
計画素案の説明 
 
計画素案の検討 
 
 
市民意見の募集 
 
計画素案の説明 
 
 
計画素案の報告（書面） 
 
計画素案の説明 
 
 
計画（案）の承認 

 

資�� 
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（２） 新潟市障がい者施策推進協議会委員名簿 

(※平成 21年 3月現在) 

区 分 分 野 所  属  等 氏  名 備 考 

身体障がい 
(福)新潟県視覚障害者

福祉協会 
理事長 松永

マツナガ

 秀夫
ヒデオ

   

身体障がい 
NPO法人 新潟市ろうあ

協会 
理事長 柳

ヤナギ

 博明
ヒロアキ

   

知的障がい 
(福)新潟地区手をつな

ぐ育成会 
会長 熊倉

クマクラ

 範雄
ノリオ

 
会長 

代理 

精神障がい 
NPO法人 にいがた温も

りの会 
代表 小島

コジマ

 康
ヤスシ

   

障
が
い
者
団
体 

発達障がい 
NPO法人 にいがた・オ

ーティズム 
代表 角田

カクダ

 千里
チサト

   

通所施設・事

業所 

知的障害者通所授産施

設 ほがらか福祉園 
園長 岩崎

イワサキ

 久
ヒサ

弥
ヤ

   

入所施設 
知的障害者入所更生施

設 太陽の村 
施設長 野村

ノムラ

 忠男
タダオ

   

障
が
い
福
祉
事
業
者 

相談支援事

業者 

NPO法人 自立生活セン

ター新潟 

事務局

長 遁所
トンドコロ

 直樹
ナオキ

   

医師 (社)新潟市医師会 理事 浅井
アサイ

 忍
シノブ

   

歯科医師 (社)新潟市歯科医師会 理事 岡田
オカダ

  匠
タクミ

   

教育 県立新潟女子短期大学 教授 島崎
シマザキ

 敬子
ケイコ

 会長 

就労 新潟公共職業安定所 所長 土屋
ツチヤ

 博明
ヒロアキ

   

学
識
経
験
者
・
関
係
行
政
機
関 

就労 株式会社 大谷  
代表取

締役 大谷
オオタニ

 勝彦
カツヒコ

   

  公募委員   斎藤
サイトウ

 喜美子
キミコ

   公
募
委
員   公募委員   中野

ナカノ

 裕子
ユウコ
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（３） ���障がい��������条例 

（趣旨） 
第１条 この条例は，障害者基本法（昭和45年法律第84号）第26条第3項の規定

に基づき，新潟市障がい者施策推進協議会（以下「協議会」という。）の組織

及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
（組織） 

第2条 協議会は，委員15人以内をもって組織する。 
2 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１）学識経験のある者 
（２）障がい者 
（３）障がい者の福祉に関する事業に従事する者 
（４）関係行政機関の職員 
（５）その他市長が適当と認める者 

 
（委員の任期） 

第3条 委員の任期は，3年とする。ただし，再任を妨げない。 
2 委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
 
（会長） 

第4条 協議会に会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 
2 会長は，会務を総理し，協議会を代表する。 
3 会長に事故があるときは，会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理

する。 
 
（会議） 

第5条 協議会の会議は，会長が招集する。 
2 協議会は，委員の過半数以上の出席がなければ，会議を開くことができない。 
3 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，

会長の決するところによる。 
4 協議会は，必要があると認めるときは，会議に関係者の出席を求め，意見を

聴くことができる。 
 
（庶務） 

第6条 協議会の庶務は，健康福祉部において処理する。 
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（委任） 

第7条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長

が協議会に諮って定める。 
 

附 則 
この条例は，平成19年4月1日から施行する。 
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ア行 
 

IT（情報通信技術） 

 Information Technology の略で，コンピューターやデータ通信などに関する

情報技術をまとめた呼び方です。 
 

NPO（非営利組織） 

 Non Profit Organization の略で，福祉や環境，まちづくりなどの分野で，自

発的に社会貢献活動を行なう，営利を目的としない団体の総称です。 
 
 
カ行 
 

��支援計画 

 事業者が，利用者の意向や障がい特性等を踏まえて，利用者ごとに作成する

支援の具体的内容や目標等を記載した計画のことです。この計画は障害者自立

支援法に基づく指定基準省令により作成が義務付けられており，事業者は計画

に基づきサービスを提供します。また，事業者は定期的に計画の評価をし，必

要に応じて見直すこととされています。 
 
 
サ行 
 

手話通訳者・手話奉仕員 

 聴覚，言語機能等の障がいのある人に，手話表現を用いて意思疎通の仲介を行

う人のことです。手話通訳者には，厚生労働省より認定された「手話通訳士」

や，手話通訳者養成研修課程を修了し，登録された「手話通訳者」，手話奉仕員

養成研修課程を修了し，登録された「手話奉仕員」が含まれます。 
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自立支援医療（精神通院医療） 

 精神疾患の外来通院にかかる医療費（薬剤費，検査，デイケアの費用も含む）

の自己負担を軽減する制度のことです。 
 

新体系サービス 

 障害者自立支援法による施設・事業所の新体系のことです。従来は，身体・知

的・精神の障がい別に，入所施設，通所施設などが，それぞれ規定されていま

したが，基本的に三障がいのサービスが統一され，日中活動系や居住系などの

施設・事業所体系に変更となりました。 
 

新・新潟市総合計画 

 平成１９年度から２６年度までの新潟市のまちづくりの基本となる計画です。

「田園とみなとまちが恵みあい，共に育つまち」を基本理念とし，「人びとの英

知が集う，日本海交流開港都市」を目指すまちの姿としており，「安心と共に育

つ，くらし快適都市」が，障がい福祉関連の都市像となっています。 
 

精神科救急医療 

 精神疾患が急に発症・悪化したときに，緊急に治療が必要な人が，夜間・休

日でも医療が受けられるシステムです。 
 

成年後見制度 

 認知症，知的障がい，精神障がいなどにより，判断能力が十分でない人を保護

するための制度です。 
 
 
ナ行 
 

新潟市障がい者計画 

 計画期間は平成１９年度から２３年度までの５年間で，障害者基本法に基づ

いて策定した本市の障がい者施策の基本的方向を定めた計画です。地域生活の
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支援，保健，医療，雇用，教育，生活環境，啓発・広報など幅広い分野を対象

としています。 
 

�ーマライゼー��ン 

 障がいの有無により区別されることなく，誰もが相互に人格と個性を尊重し， 
一般社会の中で普通の生活を送ることができるよう環境を整えていく考え方で

す。 
 
 
ハ行 
 

発達障がい 

 発達障害者支援法では，自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障が

い，学習障がい，注意欠陥多動性障がいなどの脳機能の障がいであり，通常低

年齢において症状が発現するもの，と定義されています。 
 
 
ヤ行 
 

要約筆記者・要約筆記奉仕員 

聴覚，言語機能等の障がいのある人に，要約筆記により意思疎通の仲介を行

う人のことです。要約筆記とは，聴覚障がい者のための意思疎通を図る手段の

一つで，話し手の内容をつかんで，それを筆記して聴覚障がい者に伝達する方

法です。要約筆記者には，奉仕員養成研修課程を修了し，登録された「要約筆

記奉仕員」が含まれます。 
 

 
※「障がい」の表記等について 
新潟市では，「障害」の「害」の字が持つマイナスイメージや当事者の方への

配慮から，原則的にひらがなで表記しています。 
ただし，法律名や固有名詞などは，漢字で表記しています。 
また，この計画において，「障がい者」には，一般的に「障がい児」も含んだ

概念として記述しています。 
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第五章 障害福祉計画 

 
(基本指針) 

第八十七条 厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及

び都道府県の地域生活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生

活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針(以下「基本指針」と

いう。)を定めるものとする。 
２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 
二 次条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び第八十九条第一項に規定

する都道府県障害福祉計画の作成に関する事項 
三 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するため

に必要な事項 
３ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 
 

(市町村障害福祉計画) 
第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画(以下「市町村障害福祉計画」

という。)を定めるものとする。 
２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必

要な量の見込み 
二 前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込

量の確保のための方策 
三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 
四 その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供

体制の確保に関し必要な事項 
３ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障

害の状況その他の事情を勘案して作成されなければならない。 
４ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第九条第三項に規定する市町村障害

者計画、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規

定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保
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たれたものでなければならない。 
５ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 
６ 障害者基本法第二十六条第四項の地方障害者施策推進協議会を設置する市

町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。 
７ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 
８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 
 

(都道府県障害福祉計画) 
第八十九条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資

するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービス、相談支援

及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画(以下「都道府県障害福

祉計画」という。)を定めるものとする。 
２ 都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福

祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 
二 前号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの

必要な見込量の確保のための方策 
三 第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定相談支援に従事する

者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する事項 
四 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 
五 指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる

措置に関する事項 
六 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 
七 その他障害福祉サービス、相談支援及び都道府県の地域生活支援事業の提

供体制の確保に関し必要な事項 
３ 都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第九条第二項に規定する都道府県

障害者計画、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他

の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるもの

と調和が保たれたものでなければならない。 
４ 都道府県障害福祉計画は、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第三十条の

四第一項に規定する医療計画と相まって、精神科病院(精神科病院以外の病院

で精神病室が設けられているものを含む。)に入院している精神障害者の退院
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の促進に資するものでなければならない。 
５ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、障害者基本法第二十六条第一項の地方障害者施策推進協議会の意

見を聴かなければならない。 
６ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 
 

(都道府県知事の助言等) 
第九十条 都道府県知事は、市町村に対し、市町村障害福祉計画の作成上の技

術的事項について必要な助言をすることができる。 
２ 厚生労働大臣は、都道府県に対し、都道府県障害福祉計画の作成の手法そ

の他都道府県障害福祉計画の作成上重要な技術的事項について必要な助言を

することができる。 
 

(国の援助) 
第九十一条 国は、市町村又は都道府県が、市町村障害福祉計画又は都道府県

障害福祉計画に定められた事業を実施しようとするときは、当該事業が円滑に

実施されるように必要な助言その他の援助の実施に努めるものとする。 
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